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日本放送協会 理事会議事録 
               （２０２０年 ７月 ７日開催分）

  
２０２０年 ７月２４日（金）公表 

 
＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 
 
＜会  議  日  時＞ 
 ２０２０年 ７月 ７日（火） 午前１０時００分～１０時１５分 
 
＜出   席   者＞ 
前田会長、正籬副会長、松坂専務理事、板野専務理事、 
児野専務理事・技師長、中田専務理事、角理事、若泉理事、松崎理事、 
小池理事、田中理事、林理事、坂本特別主幹 
高橋監査委員 
 

＜場         所＞ 
放送センター 役員会議室 

 
＜議        事＞ 
前田会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 
付議事項 
 
１ 審議事項 
（１）ＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２３年度）（案）について 
（２）２０１９年度（令和元年度）インターネット活用業務実施計画の

実施状況とその評価について 
（３）インターネット活用業務の実施状況の３か年評価（２０１７－２

０１９年度）について 
（４）組織改正等に伴う規程の改正について 
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２ 報告事項 
（１）放送技術審議会委員の委嘱について 
（２）放送番組審議会議事録（資料） 
 
３ 審議事項 
（５）第１３５７回経営委員会付議事項について 
 
議事経過 
 
１ 審議事項 
（１）ＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２３年度）（案）について 
（経営企画局） 

放送法施行規則第１８条第２項に基づき実施される、経営委員会によ

る次期中期経営計画の意見募集に向けて、「ＮＨＫ経営計画（２０２１－

２０２３年度）（案）」（以下、「経営計画（案）」）を取りまとめましたの

で、審議をお願いします。 

まず、「経営計画（案）の概要」についてです。受信料収入の減少、媒

体を越えるＮＨＫへの期待、視聴・利用環境の変化、技術革新の加速な

ど、ＮＨＫを取り巻く環境変化を踏まえて、キーコンセプトを「ＮＨＫ

らしさの追求」としました。放送・サービスの質を高める一方で、固定

的経費への切り込みなどによってコストを削減していくという構造改革

を推進しながら、「ＮＨＫらしさ」を具現化していくために５つの柱を設

定して重点投資を行うことで、スリムで強靭な組織へと生まれ変わり、

減収局面にあっても視聴者・国民の求める多様性や質の高さを実現しま

す。 

 続いて、「経営計画（案）」を説明します。まず、キーコンセプトであ

る、「ＮＨＫらしさの追求」についてです。新型コロナウイルスの感染拡

大によって、日本と世界の社会・経済環境は一変しました。それと同時

に、正確な情報はもとより、学びの機会や家族で楽しめる娯楽などを、

多様な伝送路を通じて広く提供するという、ＮＨＫが公共メディアとし

て果たす役割が再認識されました。その一方で、さまざまな動画配信サ

ービスの登場などによって、近い将来テレビ視聴とインターネット利用

時間の“逆転”が予想されるほか、人口・世帯数の減少やテレビ保有率
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の低下、公共に対する社会的な意識の変化、技術革新の加速化など、今

後も私たちの予想を上回る速さでメディア環境・視聴者行動の変化が進

むことが想定されます。  

激しい変化が続く環境にあって、受信料で成り立つ「公共メディア・

ＮＨＫ」が目指すべき基本目標は、すべての人に「安全・安心」と「正

確、良質で多様なコンテンツ」を届け、信頼される「情報の社会的基盤」

としての役割を果たし続けることだと考えています。この基本目標を達

成するために、私たちがいま行うべきことは、「ＮＨＫらしさの追求」だ

と考えました。２０２１年度から２０２３年度までの３か年の中期経営

計画では、私たちが考える「ＮＨＫらしさ」を具現化していく柱として、

後述する「５つのキーフレーム」を設定し、重点的に取り組みます。 

なお、「ＮＨＫらしさ」の基本と考える公共的な価値とは、「視聴者・

国民の知る権利を充足し、健全な民主主義の発展（発達）に貢献するこ

と」、「視聴者一人ひとりの生活の安全、豊かさ、文化創造に貢献するこ

と」、「日本の地域コミュニティやメディア産業の維持・発展に貢献する

こと」、「日本と国際社会の相互理解に貢献すること」、および「視聴者と

強固な信頼関係を築き、視聴者への提供価値の最大化を図ること」です。 

今後の受信料収入は、長期的には減収局面が続くことは避けられない

と想定しています。しかし、そうした厳しい経営環境にあっても、ＮＨ

Ｋは、視聴者・国民のみなさまが求める、多様で質の高い「ＮＨＫらし

い」充実したコンテンツを、より最適な媒体を通じ、合理的なコストで

提供し続けることによって、「受信料の価値の最大化」を図る責務がある

と考えています。それを実現させるために、「放送波」別の個別番組管理

から「ジャンル」別の総合管理への転換を行ってＮＨＫならではのコン

テンツやサービスに経営資源を最大限集中させ、衛星波の整理・削減を

進めます。「ＮＨＫらしさ」の追求と、事業の再構築によるコスト構造の

改革を同時に推進することで、「スリムで強靭なＮＨＫ」へと変わり、将

来にわたって持続可能な業務体制のもと、視聴者・国民のみなさまに、

受信料で支えられるＮＨＫでしか創り出せない価値をしっかりと提供し

ていきます。 

次に、「５つのキーフレーム（重点投資先）」と具体施策です。 

「１．安全・安心を支える」では、視聴者・国民のみなさまの安全と

安心を徹底的に守ります。 
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「２．新時代へのチャレンジ」では、ＮＨＫならではの高品質なコン

テンツ制作力・技術力の向上に努めます。 

「３．あまねく伝える」では、日本や世界のさまざまな人たちに、使

いやすくて多彩な情報・サービスを確実に届けます。 

「４．社会への貢献」では、地域の情報発信強化や日本の放送・メデ

ィア業界の発展に貢献します。 

「５．『ＮＨＫらしさ』を実現するための人事制度改革」では、職員一

人ひとりの創造性を最大化するため、採用から退職まで、人事制度を抜

本的に改革します。 

続いて、保有するメディアの在り方についてです。検討にあたっては、

多様で質の高いＮＨＫらしいコンテンツを、合理的なコストにより最適

な媒体（地上波・衛星波・インターネット）で提供するという観点と、

視聴者のみなさまの利便性を損なわないことを前提とした上で、衛星波

の整理・削減を段階的に実施し、将来的には右旋の１波化に向けて検討

を進めます。また、音声波は、２波（ＡＭ、ＦＭ）への整理・削減に向

けた検討を進めます。 

 続いて、インターネット活用業務についてです。個々人に最適化した

情報の提供や国際発信など、視聴者・国民の皆さまから求められる「Ｎ

ＨＫらしさ」を発揮する手段として、より最適なインターネットを適切

に活用することで、受信料の価値をさらに高めます。 

 続いて、「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策につい

てです。支払率向上と視聴者の満足度をともに高める営業・視聴者コミ

ュニケーション改革を実施します。ＮＨＫグループ全体で「ＮＨＫらし

さ」を一体として追求できるよう、ガバナンスを強化します。また、老

朽化した放送センターの建て替えなどに向けた、より効率的な設備整備

の在り方を検討します。さらに、中期経営計画の進捗状況の評価・管理

については、目標達成をめざす仕組みを明確化し、改革を持続する組織

文化を醸成します。 

 続いて、計画期間中の収支と受信料の考え方についてです。まず、収

支の見通しについてです。２０１９年１０月と２０２０年１０月の受信

料の値下げ等の還元に加えて、世帯数の減少・テレビ保有率の低下によ

り、受信料収入は長期的な減収トレンドにあります。そうした厳しい経

営環境を見据えて、事業支出を大幅に削減しながら、「ＮＨＫらしさ」を
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追求して「受信料の価値の最大化」を果たし続けるためには、「スリムで

強靭なＮＨＫ」へと変わる必要があります。構造改革を通じて支出規模

を圧縮しつつ、サービス水準を高めて視聴者のみなさまのニーズに応え

ていくために、経営資源の最適配分による予算編成への見直しなどに取

り組みます。事業収入は、計画期間の初年度となる２０２１年度は、２

０２０年度に実施した受信料値下げが通期で影響することに加え、新型

コロナウイルス感染症に関する受信料の免除、訪問活動の制限や経済状

況悪化に伴う契約件数の減少等の影響により、大幅な減収を想定してい

ます。現時点では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた今後の社

会・経済状況を見通すことが難しいため、２０２２年度と２０２３年度

については、２０２１年度の水準を維持することを想定しています。事

業支出は、２０２２年度までに、６,０００億円台の規模に抑えます。一

方で、「ＮＨＫらしい」多様で質の高いコンテンツの制作に充てる経費な

ど、５つのキーフレームに基づく重点投資先にはきちんと投資し、メリ

ハリをつけて対応します。受信料水準は、このような事業収入と事業支

出の考え方に基づき、現行の料額を維持することとします。 

 最後に、受信料についてです。視聴者のみなさまに支えられる受信料

制度について、あらゆる接点を通じて丁寧に説明するなど、ご理解をい

ただくための活動に取り組みます。新型コロナウイルス感染拡大防止や

営業経費の抑制のため、訪問によらない営業活動をいっそう推進するな

ど、効率的・効果的な営業活動に取り組みます。また、公平負担の徹底

の観点から、支払率は８０％台を維持するとともに、衛星契約割合を引

き続き向上させ、公共放送・公共メディアの運営に必要な受信料収入を

確保します。また、公平負担のいっそうの徹底と営業経費のさらなる抑

制を図るため、居住情報の利活用などの新たな制度の導入を求めるとと

もに、自主自律や公平負担を担保しつつ、放送と通信の融合時代に適合

した受信料制度の在り方に関する研究を進めます。 

 なお、事業収入、支払率などは現時点での想定であり、新型コロナウ

イルス感染症のさらなる感染拡大など、今後の社会・経済状況の変化な

どによっては見通しが変動する可能性があります。 

 本件が了承されれば、本日開催の第１３５７回経営委員会に審議事項

として提出します。 
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（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、本日

開催の第１３５７回経営委員会に諮ります。 
 
（２）２０１９年度（令和元年度）インターネット活用業務実施計画の

実施状況とその評価について 
（経営企画局） 
 ＮＨＫインターネット活用業務実施基準（以下、「実施基準」）第８

条第１項および第３項の規定に基づき、２０１９年度（令和元年度）イ

ンターネット活用業務実施計画（以下、「２０１９年度実施計画」）の

実施状況とその評価（注１）を公表することとしたいので、審議をお願

いします。 
 前半は実施状況、後半はその評価です。 
 まず、実施状況のうち、「実施概況」についてです。 
ＮＨＫ は、放送法第１５条に掲げられた目的を達成するため、放送法、

実施基準、２０１９年度実施計画等に基づき、２０１９年度のインター

ネット活用業務を実施しました。インターネット活用業務総体として、

「ＮＨＫ経営計画（２０１８－２０２０年度）」に掲げた６つの「公共

的価値」（注２）の実現を追求するとともに、放送を太い幹としつつ、

信頼される「情報の社会的基盤」としての役割を果たしていくために、

放送番組とその理解増進情報の提供を行いました。  
実施基準については、２０２０年１月１日に施行された改正放送法を

踏まえて新たに実施する地上テレビ常時同時配信、見逃し番組配信業務

の内容や方法等を定めることとし、１月１４日に総務大臣の認可を得て

変更しました。  
実施計画については、事業年度の開始前に「２０１９年度インターネ

ットサービス実施計画」を策定しました。また、２０２０年１月１５日

には、改正放送法、変更後の実施基準等に基づき、２０１９年度実施計

画を新たに策定し、総務大臣に届け出るとともに公表しました。これら

の実施計画の策定にあたっては、インターネット活用業務審査・評価委

員会（以下、「委員会」）への諮問を行い、いずれも「概ね妥当と考え

られる」旨の答申を得ました。  
インターネット活用業務の実施にあたっては、２０１９年度実施計画

の冒頭に示したインターネット活用業務基本方針に則り、同実施計画の



 
7 

各項目の記載内容に沿って業務を実施しました。また、実施にあたって

は、委員会の平成３０年答申第２号および２０１９年答申第２号に示さ

れた見解に留意して業務を行いました。  
２号受信料財源業務のうち、「ＮＨＫオンライン」全体（「ＮＨＫプ

ラス」を除く）の週次訪問者数の四半期平均は、２０１９年度第４四半

期において、約２,７２０万で、前年同期と比較して約１,２３０万増加し

ました。 
２号有料業務（ＮＨＫオンデマンド）のうち、ＮＨＫが利用者に直接

提供する形態の登録会員数は、２０１９年度末において約２７２.９万人

で、２０１８年度末と比較して約２５.４万人増加しました。  
インターネット活用業務の実施に要した費用のうち、２号受信料財源

業務の実施に要した費用は受信料収入の２.０％にあたる１４５億円で、

実施基準に定めた上限に収まっています。３号受信料財源業務の実施に

要した費用は発生しませんでした。  
２号有料業務および３号有料業務は区分経理の対象であり、放送番組

等有料配信業務勘定において計理しました。２号有料業務および３号有

料業務の事業収入は２４億円、事業支出は２１億円で、事業収支差金は

３億円の黒字でした。 
 実施状況には、「実施概況」のほか、「インターネット活用業務の種

類」、「２号受信料財源業務について」、「２号有料業務について」、

「放送法上の努力義務に係る取り組みについて」、「３号受信料財源業

務について」、「３号有料業務について」、「インターネット活用業務

の実施に要した費用について」、「インターネット活用業務の経理につ

いて」、「インターネット活用業務審査・評価委員会について」、「イ

ンターネット活用業務に関する意見・苦情等への対応について」、「サ

ービスの利用状況について」、「競争評価指標の観測状況について」を

記述し、別表として「２号受信料財源業務の各サービスの訪問者数（２

０１９年度）」を記載しています。 
 次に、実施状況の評価のうち、「評価の目的」についてです。 
 実施基準第８条第１項に基づき、２０１９年度のインターネット活用

業務が実施基準および２０１９年度実施計画に則り適切に実施されたこ

とを確認することによって、ＮＨＫのインターネット活用業務の透明性

の確保に資すること、および、当該業務の改善に資することを目的とし
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て評価を行います。 
続いて、「２０１９年度実施計画の実施状況の評価」についてです。 
年間を通じて実施基準および２０１９年度実施計画からの逸脱はなく、

それらに則って適切にインターネット活用業務を実施しました。 
 公共性、市場競争への影響、実施に要した費用、区分経理、受信料制

度の趣旨との整合性、手続きの適切性の観点ごとに評価を行い、２０１

９年度実施計画の実施状況は妥当であったと考えられるとまとめていま

す。 
 最後に、「インターネット活用業務審査・評価委員会の見解等」につ

いてです。この２０１９年度実施計画の実施状況とその評価については、

実施基準第９条第３項に基づき、委員会に諮問して、インターネット活

用業務の公共性および市場競争への影響等、公共放送の業務としての適

切性を確保する観点からの見解を求めました。委員会からは、２０２０

年度答申第１号として、「２０１９年度（令和元年度）インターネット

活用業務実施計画の実施状況に係る協会の評価に問題はなく、妥当であ

ると考える」旨の答申を得ました。また、２０２１年度（令和３年度）

インターネット活用業務実施計画の策定にあたっての留意事項として、

「実施する各サービスがどのような価値の実現に寄与するのかについて、

いっそう整理、明確化していくこと」、「市場競争への影響について引

き続き注視していくこと」、「近年の激甚な気象災害の発生、新型感染

症の世界的流行等を踏まえ、人々の命と暮らしを守る正確な情報の発信、

教育の機会均等に資する学習コンテンツの提供等、放送法に掲げられた

協会の目的の達成に資するサービスの継続・強化に努めること」等が示

されました。 
２０２０年度においても、ＮＨＫは、放送を太い幹としつつ、インタ

ーネットも積極的に活用して、信頼される「情報の社会的基盤」として

の役割を果たせるよう、放送法、実施基準等に則り、インターネット活

用業務を適切に実施していきます。また、委員会の２０２０年度答申第

１号に示された見解を踏まえ、２０２１年度の実施計画の策定作業を通

じて、インターネット活用業務のさらなる改善を図ります。 
 本件が決定されれば、本日開催の第１３５７回経営委員会に報告しま

す。 
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（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
 
注１：「２０１９年度（令和元年度）インターネット活用業務実施計画

の実施状況とその評価」は、ＮＨＫのウェブサイト「ＮＨＫオン

ライン」の「ＮＨＫのインターネット活用業務について」に掲載

しています。 
注２：「正確、公平・公正な情報で貢献」、「安全で安心な暮らしに貢

献」、「質の高い文化の創造」、「地域社会への貢献」、「日本

と国際社会の理解促進」、「教育と福祉への貢献」 
 
（３）インターネット活用業務の実施状況の３か年評価（２０１７－ 

２０１９年度）について 
（経営企画局） 
放送法第２０条第１７項およびＮＨＫインターネット活用業務実施基

準（以下、「実施基準」）第８条第２項および第３項の規定に基づき、

インターネット活用業務の実施状況の３か年評価（注）を公表すること

としたいので、審議をお願いします。 
 まず、「評価の目的」についてです。インターネット活用業務の実施

状況の３か年評価は、ＮＨＫのインターネット活用業務の改善に資する

ことを目的として行います。 
次に、「評価の対象期間」です。この３か年評価の対象期間は、２０

１７年度から２０１９年度までの３年間です。 
続いて、「対象期間におけるインターネット活用業務の概況」につい

てです。「ＮＨＫビジョン ２０１５→２０２０」や現行の「ＮＨＫ経営

計画（２０１８－２０２０年度）」の方針を踏まえ、試験的提供を実施

したこと、放送法の改正によって可能となった地上テレビ常時同時配信、

見逃し番組配信に向けて、実施基準変更の認可申請等、手続きを進めた

こと、そして、今年３月から「ＮＨＫプラス」のサービスを試行的に実

施したことなどを記しています。 
続いて、「対象期間における外部環境の変化」についてです。技術の

発達については、総務省の情報通信白書から引用したデータをもとに、

スマートフォンの普及と、通信回線の高速化について記述しています。

需要の動向については、同じく情報通信白書から引用したデータをもと
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に、インターネットの利用時間の増加、テレビとインターネットの利用

目的の比較について記述しています。 
続いて、「実施状況の３か年評価」です。公共性については、この期

間を通じて、放送法に掲げられたＮＨＫの目的の達成に資するサービス

を提供できたと考えられます。市場競争への影響については、ＮＨＫの

インターネット活用業務は、市場の競争を阻害するようなものにはなっ

ていないと考えられます。また、外部環境の変化に対しては、２０２０

年３月から「ＮＨＫプラス」のサービスを実施したことなどを踏まえる

と、概ね適切に対応できたと考えています。これらのことから、２０１

７年度から２０１９年度の３年間に実施したインターネット活用業務は

妥当であったと評価しています。 
続いて、「今後の課題について」です。放送を太い幹としつつ、イン

ターネットも積極的に活用して、信頼される「情報の社会的基盤」とし

ての役割を果たしていくためには、インターネット活用業務のさらなる

充実を図っていくことが重要です。地方向け放送番組の提供について、

次期中期経営計画の中で具体化させること、常時同時配信、見逃し番組

配信については、利活用の状況なども踏まえて、段階的に拡充すること、

オリンピック・パラリンピック東京大会の延期に伴い、実施基準に定め

ている内容の一部について変更の検討を要することを課題として挙げた

上で、これらについて、次期中期経営計画、および来年度の実施計画の

策定の際に具体的な検討を行うことや、必要となる場合は、実施基準変

更の認可申請を行うことなどを記述しています。 
続いて、「インターネット活用業務審査・評価委員会の見解等」です。

この３か年評価については、インターネット活用業務審査・評価委員会

（以下、「委員会」）に諮問し、「協会の３か年評価に問題はなく、妥

当であると考える」旨の答申を得ました。委員会からは、次期中期経営

計画におけるインターネット活用業務に係る事項の計画の策定にあたっ

ての留意事項として、「対象期間における協会のインターネットサービ

スがどのような価値の実現に寄与するのかについて、いっそう整理、明

確化していくこと」、「信頼される『情報の社会的基盤』としての役割

を果たしていくため、公共放送事業者として提供すべき情報を、『いつ

でも、どこでも』届けられるように、環境を整えていくこと」、「新型

感染症の世界的流行を端緒とする生活様式の変化等を踏まえ、引き続き
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技術の発達や需要の動向といった外部環境の変化に注視し、適時適切に

対応していくこと」等が示されました。 
これからも、ＮＨＫは、放送法、実施基準等に則り、インターネット

活用業務を適切に実施していきます。また、委員会の答申を踏まえ、次

期中期経営計画および２０２１年度の実施計画の策定作業を通じて、イ

ンターネット活用業務のさらなる改善を図ります。 
本件が決定されれば、本日開催の第１３５７回経営委員会に報告しま

す。 
 
（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
 
注：「インターネット活用業務の実施状況の３か年評価（２０１７－ 

２０１９年度）」は、ＮＨＫのウェブサイト「ＮＨＫオンライン」

の「ＮＨＫのインターネット活用業務について」に掲載しています。 
 
（４）組織改正等に伴う規程の改正について 
（経営企画局） 

組織改正等に伴う規程の改正について、審議をお願いします。 
２０２０年度の組織改正等に伴い、職制に関する規程および職務権限

事項を改正するとともに、関係する規程を改廃します。 
第１点は組織改正に伴う改正です。 
放送センター建替本部に事業継続推進室設置、経理局に調達部設置、

首都圏局の設置、および帯広、北見、室蘭各放送局にメディア部設置に

伴う改正です。 
 第２点は新たな業務への対応や役割整理に伴う改正です。 
第３点は、業務実態に内容をあわせること等による改正です。 
改正の実施年月日は、２０２０年８月３日を基本とし、一部は９月１

日、９月４日とします。 
 
（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
 
２ 報告事項 
（１）放送技術審議会委員の委嘱について 
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（児野専務理事・技師長） 
放送技術審議会委員の委嘱について報告します。 
吉村和幸氏（ＫＤＤＩ株式会社取締役執行役員技術統括本部長）に２

０２０年６月１８日付で新規委嘱しました。 
なお、本人からの申し出により、池田恵美子氏（前日本アイ・ビー・

エム株式会社執行役員）は２０２０年４月３０日付で、内田義昭氏（前

ＫＤＤＩ株式会社代表取締役執行役員副社長）は２０２０年６月１７日

付で、それぞれ退任されました。 
 
（２）放送番組審議会議事録（資料） 

編成局と国際放送局から、中央放送番組審議会、国際放送番組審議会、

地方放送番組審議会（関東甲信越、近畿、中部、中国、九州沖縄、東北、

北海道、四国）の２０２０年５月開催分の議事録についての報告。 
 
注：放送番組審議会の内容は、ＮＨＫのウェブサイト「ＮＨＫオンライ

ン」の「経営に関する情報」に掲載しています。 
 
３ 審議事項 
（５）第１３５７回経営委員会付議事項について 
（経営企画局） 

本日開催される第１３５７回経営委員会に付議する事項について、審

議をお願いします。 
 付議事項は、審議事項として、「ＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２

３年度）（案）について」、報告事項として、「２０１９年度（令和元

年度）インターネット活用業務実施計画の実施状況とその評価について」、

および「インターネット活用業務の実施状況の３か年評価（２０１７－

２０１９年度）について」です。また、その他事項として、「公共放送

の在り方に関する検討分科会について」です。 
 
（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
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以上で付議事項を終了した。 
 
 
上記のとおり確認した。 
 
 

２０２０年 ７月２１日 
 

会 長  前 田 晃 伸 


